
経営理念

1. 常に技術を磨き、世界をリードする商品を開発する。
2. 市場の変化を先取りして、新たな価値を創造する。
3. 商品は品質を第一とし、顧客の信頼に応える。
4. 能力、人格を高め、使命達成に貢献する人材を育成する。
5. 社会規範に則り、健全で公正な企業活動を推進する。
6. 自然環境を保護し、限りある資源の保全に努める。
7. 総合的な企業価値を高め、会社に関わる人々の期待に応える。

当社及び当社グループの使命は、計測，認識，制御といった人間の感覚の働きを
エレクトロニクスをはじめとする先端技術で商品化していく事業を核として、
社会に貢献することである。

サステナビリティ方針

1. 顧客や社会の潜在ニーズを掘り起こし、事業活動を通じて課題を解決し続けます。
2. サプライチェーン全体において、環境負荷の低減と人権の尊重に努めます。
3. 多様な人材が個々の力を発揮して成長できる企業風土を醸成し続けます。

東京計器グループは、計測、認識、制御の独創技術により、社会からの信頼を得ながら、
「持続可能な社会の実現」と「中長期的な企業価値の向上」を目指します。

グループ行動指針
1.創意工夫と弛まぬ努力で最高の技術と商品の開発を目指します。
2.市場のニーズを先取りした新商品・新事業の創出に努めます。
3.安全で安心できる商品・サービスを提供し、お客様の信頼に応えます。
4.自己を研鑽し、それぞれの分野での第一人者を目指します。
5.法令等を遵守し、社会人として誠実で良識ある行動に努めます。
6.美しい自然を守り、貴重な資源を大切にします。
7.会社の方針を共有し、情熱と使命感を持って目標達成に注力します。

計測・認識・制御

グループ従業員数

連結1,720名
（2025年3月末現在）

売上高

576億5,000万円
（2025年3月末現在）

東京証券取引所

プライム市場
（証券コード：7721）

私たちは人間の感覚の働きを最先端技術で商品化し、さまざまな精密機器を通じて
暮らしの基盤を支える「計測・認識・制御」機器の総合メーカーです。

東京計器グループの事業は4つのセグメントおよびその他事業に分かれ、
その中に11の事業があります。

船舶港湾機器事業 ● 航海機器
舶用機器システムカンパニー
モコス・ジャパン
東涇技器（上海）商貿有限公司

● 検査機器 検査機器システムカンパニー

● 鉄道機器 東京計器レールテクノ

● 油空圧機器
油圧制御システムカンパニー
東京計器パワーシステム
TOKYO KEIKI PRECISION TECHNOLOGY

● 計測機器
● 消火設備 計測機器システムカンパニー

セグメント（４+その他） 事業（11） 所属部門

油空圧機器事業

流体機器事業

その他事業

● 防衛機器
● 海上交通機器

電子システムカンパニー
東京計器アビエーション

● センサー機器
● 高周波応用機器 

 （マイクロ波応用機器）
● 通信制御機器

通信制御システムカンパニー

防衛・通信機器事業

東京計器とは
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対象期間
2024年度（2024年4月～2025年3月）
一部、2025年4月以降の活動・データを含みます。

発行時期
2025年11月

参考にしたガイドライン
・経済産業省

 「価値協創のための総合的開示・対話ガイダンス」
・GRIスタンダード

編集方針
お客さま・取引先、株主・投資家、地域の皆さま、従業員な
どのステークホルダーの皆さまに、東京計器のサステナビ
リティ情報についてわかりやすくご報告することを目的に
発行します。本報告書がステークホルダーの皆さまとの
有益なコミュニケーションツールとなることを目指し
ます。
※ 無断転載を禁止します。

対象範囲
財務情報：
　東京計器株式会社および国内外連結子会社

非財務情報：
　東京計器株式会社
　東京計器アビエーション株式会社
　東京計器パワーシステム株式会社
　東京計器レールテクノ株式会社
　株式会社モコス・ジャパン
　TOKYO KEIKI PRECISION TECHNOLOGY CO.,LTD.
　東涇技器（上海）商貿有限公司

会社概要（2025年3月31日現在）

商　　　号：東京計器株式会社
英 文 社 名：TOKYO KEIKI INC.
本社所在地：東京都大田区南蒲田2-16-46
創　　　立：1896（明治29）年5月1日
設　　　立：1948（昭和23）年12月21日
資　本　金：7,217,597,300円

本報告書に関するお問い合わせ窓口
東京計器 サステナビリティ推進室
TEL：03-3732-2111（代表）
Webサイト問い合わせ：
https://www.tokyokeiki.jp/form/webform_tokyo-keiki.html
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だく一助となれば幸いです。

注目コンテンツ

東京計器ビジョン 2030 の実現に向けて、各事業部門
の責任者であるカンパニー長が、現在の取り組みとこ
れからの成長ストーリーを語ります。
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P27-38カンパニー長が語る未来

当社グループがこれまでお客さまやサプライヤーと
培ってきた社会関係資本に加えて、成長ドライバーと
して掲げる分野で新たに構築を進める社会関係資本を
ご紹介します。本誌では宇宙事業と水素・エネルギー
事業を取り上げます。

P39-42新たな社会関係資本

統合報告書となったことで、新たに設けられたコー
ナーです。事業の進捗と今後について各セグメントの
責任者が説明します。

P43-56事業概況

資材調達部門は、持続可能なサプライチェーンの構築・
強化に向けて全社横断的な情報共有を進めています。
各拠点の購買部署長と本社資材管理室が定期的に開催
している「資材小部会」の中で、今後の取り組みにつ
いて意見交換した模様を掲載しています。

P69-72サプライチェーンマネジメントの強化
― 資材小部会座談会
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潜水艦5

航空機5

水素ステーション2

農業用トラクター7

海上交通センター6

ダム3

報道ヘリコプター9

射出成形工場2

人工衛星8

印刷工場10

立体駐車場4

高所作業車2

大型商船1

超音波レール探傷車11

普段の生活ではなかなか目にすることのない場所で社会の根幹を支える東京計器グループの事業と製品。
私たちの製品は日常生活の中で目立つ存在ではありませんが、そのキーテクノロジーは交通、エネルギー、
漁業・農業、防災など多くの場所で重要な役割を与えられ、暮らしの安全を支えています。

防衛・通信機器事業　防衛機器 防衛・通信機器事業　海上交通機器

独自のマイクロ波応用技術や
慣性センサー技術で、国防に貢献しています。

“海の管制塔”ともいえる
海上交通システムで、
船の安全航行に
貢献しています。

船舶港湾機器事業

最先端のジャイロ技術、
自動操舵技術が
航海の安全・安心を
支えています。

自動操舵など操縦
系統を担うオート

パイロット

方位を指し示す
ジャイロコンパス

海図情報を表示する
ECDIS（電子海図
情報表示装置）

1

油空圧機器事業

産業機械や建設機械の
油空圧機器で、モノづくり・
インフラづくりの
現場を支えています。 あらゆる油圧機器に

用いられる電磁切換弁
建設機械向け

電子機器
水素ステーション向け
油圧式水素圧縮装置

流体機器事業  計測機器

水資源の管理や河川防災で生活の安全に貢献しています。

上水、農業用水、
工業用水の管理に使われる

超音波流量計

河川の水位上昇を
いち早く知らせる
危機管理型水位計

流体機器事業  消火設備

各種ガス系設備で火災から貴重な財産を守っています。

水・泡消火が適さない工場、
オフィスビル、美術館、
立体駐車場などの施設で
活躍するガス系消火設備

危険なレーダー照射などの
警報を発する

航空機用レーダー警戒装置

潜水艦などに
搭載される高精度の

リングレーザージャイロ

船舶通航管理システムに
使用される海上監視レーダー

防衛・通信機器事業　センサー機器

慣性センサーや
制御技術の組み合わせで
スマート農業や
防災システムに
貢献しています。トラクターが自動で

直進できる自動操舵補助装置

防衛・通信機器事業　高周波応用機器

マイクロ波応用技術を
駆使し、半導体製造装置や
宇宙ビジネスなどの
先進産業に進出しています。

マイクロ波増幅器が搭載
された観測衛星（SAR衛星）

防衛・通信機器事業　通信制御機器

ジャイロセンサー、加速度計、磁気方位センサーなどの
技術を放送品質向上に活用しています。

姿勢制御により安定した
映像送信を実現する報道ヘリ用
アンテナ自動指向装置

その他事業　検査機器

高精度な画像処理技術で印刷の品質向上を推進しています。

印刷ミスや異物混入を
自動で高速に探知する
印刷品質検査装置

その他事業　鉄道機器

超音波技術を鉄道保線に
活用し、鉄道の安全運行を
支えています。

超音波でレール内部の傷を
検知する超音波レール探傷車

2

5 6

7

8

9
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見えないところに計器のチカラ
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東京計器のあゆみ ― 知的資本の形成

船舶港湾機器事業

航海機器

油空圧機器事業

油空圧機器

流体機器事業

計測機器

消火設備

その他事業

検査機器

鉄道機器

防衛・通信機器事業

防衛機器

海上交通機器

センサー機器
高周波応用機器
通信制御機器

2015
民需向け製品展開のため
通信制御事業を分離

2009

19621962

画像処理等の高速演算に
適したプロセッサー
「DAPDNA」を投入

印刷品質検査装置
を出荷

油圧機器の取引先より
印刷検品機器の開発を依頼され当社の
画像処理技術を応用して開発を開始

2005
マイクロ波技術を保有する

当社に対しVTS（船舶通航業務）
システムの事業譲渡の

申し出があり、海上交通事業を開始

超音波レール
探傷車を開発

1995
独自開発の
方向切換弁を
市場投入

1954-1997
Sperry社系列のVickers（USA）社と
油圧関連機器の製造販売契約締結

19971997

1926
Walter｠Kidde（USA）社と
船舶用火災探知器の
販売権契約締結

戦闘機 F-15J用
レーダー警戒装置を開発

1981
戦闘機 F-4EJ用
レーダー警戒装置を

独自開発

1972
船舶のジャイロ技術を
もとに潜水艦用慣性航法

装置を開発

1983

当社独自方式の
ジャイロコンパス開発

1980

1954
Sperry社関連企業と
超音波探傷器の
製造契約締結

超音波探傷器の生産開始

油圧機器の生産開始

超小型
ジャイロコンパス開発

1961
マリンレーダーの

国産化

1952

世界初の超音波
流量計を独自開発

1964

マリンレーダーや
レーダーサイトなどの
マイクロ波技術を使って
戦闘機の自動方向
探知機の国産化を開始

1955

在日米軍基地の
レーダーサイト修理保守を

請け負う

1953
Sperry社の
航空計器を
製造開始

1927

オートパイロット
製造開始

ジャイロコンパス
製造開始

1918 1934
Sperry社と
製造権契約締結

 磁気羅針儀
などの航海計器の
生産開始

1918-19871896

航空計器の研究を開始
磁気羅針儀の試作

1917

圧力計創業

圧力計事業を分離、
株式会社長野計器製作所

（現 長野計器株式会社）が発足

1948

光学部門を分離・独立させ
日本光学工業株式会社

（現 株式会社ニコン）を設立

1917

東京計器の創業者・和
田嘉衡は「国の発展に
役立つ製品を作りたい」
との一念から、日本初
の計器工場「和田計器
製作所」を創設。計器の
研究・開発を行い、計器
工業の発展に寄与しま
した。

よし  ひら

各種計器の国産化と
いう社会課題解決の
ために創業

相手戦闘機などから照射されるレーダー波をキャ
ッチし、コクピットのモニター上にその方向、距離、
機種などの情報を表示してパイロットに警報を与え
るシステム。極めて信頼性の高いシステムであり、
現在に至るまで国防に貢献しています。ここで
培われたマイクロ波応用技術は、情報通信技術の
ニーズや宇宙事業などにも活かされています。

方向切換弁は、装置が動く方向を油圧により
切り換える機器です。従来は速度の制御はできず、
切換時にショックが出るという問題がありましたが、
独自開発の「コムニカ弁」は、油の流れる速度をコン
トロールし衝撃の少ない動きに対応できるなど、
油量調節に自由度を持たせることが可能です。高性
能でありながらローコストという特長から、建設
機械に使用されるようになりました。

1901年、航海用磁気羅針儀の生産
を開始。舶用計器製造のパイオ
ニアとして第一歩を踏み出しま
した。1905年の日露戦争(日本海
海戦)で活躍した旗艦「三笠」にも
当社の磁気羅針儀が搭載されて
いました。

この時代、人命や財産を奪う船舶の火
災は、推進機関のディーゼル化に伴い、
それまでの水蒸気消火が困難になって
いました。当社は、船舶用の消火装置
の国産化に着手。船舶分野で培った消
火設備のノウハウは現在のガス系消火
設備に受け継がれています。

レール内部に発生した欠陥を走行しなが
ら検出する超音波レール探傷車を日本
国有鉄道に納入。1964年には東海道新
幹線の開通とともに当社製の新幹線レール
探傷車が配備され、新幹線の正常運転を
陰で支えてきました。現在も鉄道各社に
広く採用され、鉄道の安全運行に貢献
しています。

従来、大型船にしか搭載できなかっ
たジャイロコンパスを、小型船舶に
搭載できるよう超小型化。それまで
漁船などに搭載されていた磁気コン
パスは、北洋での操業時に地磁気の
変動による方位情報のズレが発生
していましたが、このジャイロコンパス
により精度が向上し、航海の安全性
や燃料の削減に大いに貢献しました。

配管の外側に超音波センサーを取り付けるだけで流量計
測が可能なため、設置に伴う断水や濁り水(赤水)の発生が
ない、センサー部が直接水に触れないので衛生的などと
いうメリットにより、全国の水道事業で急速に普及しました。

60年以上にわたる技術をもとに、独自開発した
懸吊線フロート式のジャイロコンパスを開発。
極限ともいえるまでの高精度化と小型化を実現
するとともに、シンプルな構造でメンテナンスが
簡素化され、ランニングコストを抑えることに成
功。現在では世界の商船の約6割に東京計器方式
のジャイロコンパスが採用されています。

19981998

1

2

5

7

4

3 6

8

1

3

2

4
7 8

5 6

TOKYO KEIKI Report 2025

8
TOKYO KEIKI Report 2025

7
TOKYO KEIKI Report 2025

8
TOKYO KEIKI Report 2025

7
TOKYO KEIKI Report 2025

7



（年度）

0

2,500

5,000

7,500

（百万円）
10,000

（%）

0

2

4

6

8

10

1,250 1,312

4,856

2,768

1,635

3.0
3.0

8.4

5.9

3.9

20242023202220212020

（百万円）

（年度）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

42,081 44,296

57,650

47,166
41,510

20242023202220212020

（百万円）

（年度）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

1,145 1,049

3,988

2,487

815

20242023202220212020

（円）

（年度）

0

10

20

30

40

50
 年間配当金
 記念配当

25.00
30.00

35.00
32.50

30.00

25.00

5.00

20242023202220212020

（百万円）

（年度）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2,562 2,429
2,7162,6372,469

20242023202220212020

売上高 営業利益／営業利益率

（%）

（年度）

0

20

40

80

60

20242023202220212020

52.855.058.158.758.7

自己資本比率

（%）

（年度）

0

2

4

10

8

6

20242023202220212020

6.3

9.88.1

6.5

7.8

2.7

6.1

4.6

6.7

3.1

 ROE
 株主資本コスト

1.6

（%）

（年度）

0

10

（%）

0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

20

60

50

40

30

20242023202220212020

15.1

23.4

1.6

56.4

1.632.9

1.6

43.4

1.4

 配当性向
 DOE（株主資本配当率）

（百万円）

（年度）

0

1,000

2,000

4,000

3,000

（円）

0

100

200

300

400

945 873

2,277

1,493

57.67 53.16

138.62

91.06

20242023202220212020

3,793

231.15

3,797

231.15

親会社株主に帰属する当期純利益／
１株当たり当期純利益（EPS）

資本収益性 配当金 配当性向／DOE

防衛・通信機器
42.3 %

船舶港湾機器
21.7 %

流体機器 8.7 %

その他 7.4 %

油空圧機器 
19.9 %

57,650
百万円

連結売上高セグメント比率 設備投資連結営業利益セグメント比率 研究開発費

防衛・通信機器
33.2 %

船舶港湾機器
31.5 %

流体機器 16.0 %

その他 15.3 %

油空圧機器 
4.0 %

4,856
百万円

2024年度（2025年3月期） 2024年度（2025年3月期）

（百万円）

（年度）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

53,546 56,62456,018

20242023202220212020

66,978

31,939 33,45133,348
37,369

 総資産
 純資産 76,497

41,007

76,497

41,007

総資産／純資産

財務ハイライト財務ハイライト

TOKYO KEIKI Report 2025

10
TOKYO KEIKI Report 2025

9



非財務ハイライト非財務ハイライト

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800
（名）

（年度）
20242023202220212020

1,672 1,676
1,720

1,6921,696

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
（t-CO₂）

（年度）
20242023202220212020

9,737
9,077

7,491
7,050

10,019

8,479

1,258

9,091

928

8,209

868

5,950

1,100

6,650

841

 Scope1
 Scope2

100

120

140

160

180

200

220

240

260
（千t-CO₂）

（年度）
2024202320222021

230 229

246
237

0

1

2

3

4

5

6

7

8

（年度）
20252024202320222021

（名）

2

5

77

2

（年度）
20242023202220212020

18,331 18,656
19,225

17,923

19,539

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000
（MWh）

0

50

100

150

200

250

300

350

400
（t）

（年度）
20242023202220212020

240
259 263273284

従業員数 女性管理職数 電力使用量

20

30

40

50

60

70

80

（年）
20242023202220212020

（％）

40.7 42.3
46.6

41.943.4

55.9

63.0 64.5 63.261.6

59.9

68.1 68.9 68.6
66.2

 全体
 C職
 P職

0

10

20

30

40

50

60

70

80

（年度）
20242023202220212020

（％）

17

27

69.5
67

25

男性の育児休業取得率

※�法改正に合わせた制度の周知徹底により、2023年度以降大幅に向上
※�集計対象は東京計器単体

※��2024年度は全体の約6割を占めるカテゴリ1（購入した製品・
　サービス）の増加に伴い、前年度比で増加
※�集計対象は､東京計器単体

※�年度末の人数 ※��2024年度は電力事業者のCO2排出係数が前年度より悪化した影響で
Scope2排出量が増加

※��集計対象は､本社､那須工場､矢板工場､佐野工場､田沼事業所､飯能事
業所､TOKYO KEIKI PRECISION TECHNOLOGY CO., LTD. （ベ
トナム）

※�Ｃ職：クリエイティブ職（管理職）
　Ｐ職：プロフェッショナル職（一般職）
※各年の10月1日から翌年の9月30日で集計

※�2024年度は矢板工場の廃プラスチックや佐野工場の木くずなどの
削減により、前年度比で減少

※�集計対象は､那須工場､矢板工場､佐野工場､ 田沼事業所､飯能事業所、
TOKYO KEIKI PRECISION TECHNOLOGY CO., LTD. （ベトナム）

※�期初の人数 ※�2024年度は受注増加に伴う工場の操業時間延長や猛暑日の増加など
により、前年度比で増加

※�集計対象は､本社､那須工場､矢板工場､佐野工場､田沼事業所､飯能事
業所､TOKYO KEIKI PRECISION TECHNOLOGY CO., LTD.（ベ
トナム）

年休取得率 GHG排出量（Scope3） 廃棄物排出量

GHG排出量（Scope1、2）
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代表取締役 社長執行役員

既存事業の強化拡大と、新たな成長事業の育成。
“両利きの経営”で、

「東京計器ビジョン2030」の実現に向けた
取り組みを加速させます。

「統合報告書」発行に寄せて
今年度より、従来の「サステナビリティレポート」

をさらに進化させ、当社グループの事業活動をより
わかりやすくお伝えすることを目的として、「統合
報告書」を発行いたします。

当社グループでは現在、2021 年 6 月に策定した
「東京計器ビジョン2030」の実現に向けた経営努力
を続けていますが、そのための「道標」として、5 つ
の視点から統合報告書が必要だと判断しました。

第１に、価値創造プロセスの全体像をお伝えする
こと。財務と非財務の両面から、中長期的な価値創造
の道筋をお示しします。2025年の株主総会でも、
株主の皆さまから中長期的なご質問を多くいただき
ました。

第２に、投資家の皆さまや社会からのご期待に
応えること。短期的な利益だけでなく、サステナビ
リティや社会的責任についても、本報告書でお伝え
していきます。

第３に、経営とサステナビリティを結びつける
こと。社内の意識改革を促し、戦略を整理するために
は、社外の方々にもご理解いただけるよう、わかり
やすく整理し発信していく必要があります。

第４に、ステークホルダーの皆さまとの信頼関係
を築くこと。透明性の高い情報発信手段として統合
報告書が果たす役割は小さくありません。

そして第５に、国際的に求められる報告手法に
沿うこと。投資のグローバル化が進む昨今、国際基準
に沿った報告が信頼獲得には不可欠だと言えます。

上記の視点を踏まえつつ、私たちの持続的な価値
創造の道筋をご理解いただけると幸いです。

2025 年 3 月期は過去最高益を達成
「東京計器ビジョン2030」の実現に向けた道のり

の中で、当社グループでは 2024 年度から 2026
年度までの3ヶ年新中期経営計画を「成長に向けた
飛躍の準備期間」と位置づけ、「収益力の向上」「事業
領域の拡大」「経営基盤の強化」を基本方針として、
それぞれの施策を推進しています。
「収益力の向上」では、ROIC（投下資本利益率）に

よる事業ポートフォリオの分析やコスト構造の最適
化など、経営指標を活用した収益力の強化に取り
組んでいます。
「事業領域の拡大」では、中長期的な成長を担う

新規分野として、エッジ AI、クリーンエネルギー
（水素活用技術）、宇宙事業への展開を進めています。
これらの分野で複数の実証・試作案件を獲得する
など、事業化に向けた第一歩を踏み出しました。
「経営基盤の強化」では、挑戦意欲の高い人材の

育成と定着を図るための人事制度改革を実施しま
した。またグループ全体で前年度比約1.6倍の設備
投資を行いました。

これらの施策や取り組みにより、新中期経営計画
の1年目にあたる2025年3月期は、飛躍への確かな
基盤を築くことができたと認識しています。業績
面でも、営業利益および経常利益で過去最高益を
達成しました。一方で、油空圧機器事業など一部の
事業では依然として厳しい状況が続いています。
個々の事業にとどまらず、当社グループ全体の横断
的な改善と強化を進め、持続的な成長へとつなげて
いきます。

積み重ねた技術を新たな舞台へ
既存事業に加えて、新たな成長事業の育成に向

けたチャレンジも進めています。
防衛・通信機器事業では、防衛省より「MEMS-

HR ジャイロスコープ／慣性航法技術」の研究事業

社長メッセージ 社長メッセージ

独創技術を磨き
既存事業と新たな挑戦を両輪に
社会課題の解決に貢献する
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を新規に受託いたしました。MEMS-HR ジャイロ
スコープは当社が強みとするMEMS技術を活かし、
従来の高精度センサーである HRG（半球共振ジャ
イロスコープ）の小型化・高精度化・低コスト化を
目指すものです。また、GNSS（衛星測位システム）
などの外部信号に依存せず、自律的に位置・姿勢・
速度を高精度に計測可能な慣性航法装置の開発も
目指しています。この技術は、将来的に自律型ロ
ボットやドローンなど航空機器分野への応用が期待
されます。

宇宙事業では、小型 SAR 衛星の組み立てを開始
しました。2023年には組み立てのための「宇宙棟」
を建設し、民間宇宙市場向けの量産体制構築と
いう新たな領域に進んでいます。

生産体制の強化・充実については、那須工場の
敷地内に「防衛管理棟」を新設し、2024年12月より
稼働を開始しました。防衛関連製品の需要増に応
じて生産力を増強するとともに、今後の新製品開発
を見据えた研究・人材育成の拠点としても機能させ
ていきます。

また AI 分野では、「エッジ AI カメラ」のプロトタ
イプを完成させ、外部の展示会に出展しました。
カメラで撮影した画像をAIで処理する際に、従来は
撮影データをネットワーク経由で送信しなければ
ならず、通信容量やセキュリティ面で課題を抱えて
いました。対して、「エッジAI」ではカメラ側に判別
機能を持たせています。端末側でリアルタイム処理
が可能な新型 AI カメラとして、非常に注目されて

いる技術であり、今後さまざまな分野への展開が
想定されています。

挑戦と学びから生まれる価値の循環
これらの新たな取り組みの土台は、当社グループ

が129年にわたり独自に形成してきたビジネスモ
デルと、そこから導かれる「価値創造ストーリー」で
あると言えます。

当社は明治・大正時代より海外企業との業務提携
により最先端の技術を導入し、一部は日本流にカス
タマイズしながら独創技術を磨いてきました。こう
して蓄積されてきた「知的資本」を基盤に、資本の
連鎖・循環を通じて価値創造を行っています。

別の言葉でいうと、お客さまに寄り添いながら
モノづくりを進めてきたことが当社グループの価値
創造プロセスの源泉なのです。お客さまとの価値
協創により「社会関係資本」や「知的資本」が強化さ
れ、それが製品の品質や市場での信頼につながり、
企業価値の基盤を形成しています。

お客さまとの価値協創という点では、当社グルー
プは防衛機器事業をはじめとして、非常に厳格な
品質管理が求められる用途に対して、しっかりと
応えてきました。さらに、こうした「製造資本」を活用
し、付加価値の高い製品を提供することで、確実な
収益を確保してきました。この収益を再び「人的
資本」や「知的資本」への投資に充てることで、技術
力や組織力をさらに強化し、価値創造のサイクルを
加速させています。

この資本の連鎖・循環を伴う持続可能な価値創造
プロセスから生まれるのが、私たちの「価値創造ス
トーリー」です。「人的資本」と「知的資本」、そして

「社会関係資本」などの非財務資本を基盤として、
そこから生まれるイノベーションによって財務的な
価値を創出し、さらにそれを再投資することで資本
を強化するという循環によって構築されています。

この循環を、たとえば人的資本という視点から
見ると、社内の各部門（スタッフ・営業・技術・生産・
サービスなど）におけるプロセスイノベーション
は、従業員一人ひとりの挑戦と学びが原動力と

なっています。言い換えれば、これは「人的資本」の
活性化にほかなりません。また経験から学び挑戦
し続ける姿勢は、独創技術やノウハウという「知的
資本」の蓄積につながります。さらに「人的資本」、

「知的資本」の充実から生まれる技術や信頼が「社
会関係資本」となり、お客さまや社会との関係が強
化されることで、結果的に企業の持続的成長と社会
課題解決への貢献を両立するための原動力となっ
ています。

挑戦するチカラが成長の原動力
価値創造の原動力は何と言っても「人的資本」で

す。どれほど技術が進歩しても、やはり「企業は人
なり」です。いかに優れた戦略や技術があっても、
チーム一丸となって取り組む従業員の力があって
こそ実現されるものです。私は、人的資本こそが企
業価値創造の根幹であり、長期的な競争力の源泉
だと考えています。特に変化の著しい現代におい
ては、自律的に学び、考え、行動できる人材こそが、
企業成長の原動力となります。

当社グループでは「自律型成長人材の育成」を人材
戦略の基本方針に掲げ、多様な人材が個々の能力を

最大限に発揮できる環境の実現に取り組んでいます。
しかし、まだ道半ばです。個人の能力を最大限に
活かしきれていないような場面もあり、マネジメ
ント層の育成にも改善の余地があると認識してい
ます。人材の多様性を真の企業価値に変えるため
には、評価制度をはじめとした組織の仕組みなどを
含めた整備が必要です。そのような課題意識を持ち
ながら、今後も「人を育てる企業文化」の醸成を軸に、
一人ひとりが誇りとやりがいを感じながら働くこ
とができる企業を創っていきます。

あくなき挑戦と守り続ける価値
来る2026年に当社は創業130周年を迎えます。

しかし、伝統に甘んじることなく、私たちは常に社会
の中で自らの役割を見直し、進化を重ねています。
独創技術の研鑽を続け、既存技術の深化と新規事業
の創出を両立させながら、社会課題の解決に貢献
していく姿勢が持続的発展の鍵なのです。

当社グループは、これまで培われ、受け継がれて
きた「挑戦の風土」を土台に、ヒト・モノ・カネと
いった経営資源の最適な活用を常に意識しなが
ら、時代の変化に即した価値を提供していきます。
特に当社グループの強みを活かせる分野―防災・
減災、環境、宇宙分野などを中心としたソリュー
ションで、社会の安全・安心を支えていくことが、
私たちの最大の使命です。

一方で、変わらずに守り続けるべき価値もありま
す。たとえば「誠実さ」であり、「社会との共生」であり、

「技術を通じた貢献」です。これらの精神は、創業
以来ずっと大切に育み、今も従業員一人ひとりの行動
の根底にある普遍的な価値であり、お客さまやサプ
ライヤーの方々、社会との信頼関係の源泉です。

“次の100年も、社会から必要とされる企業であり
続けるために ” ―変わるべきところと守るべき
価値をしっかり見極めながら、持続的な成長と社会
への貢献を両立させてまいります。ステークホルダー
の皆さまには、今後も当社グループをご支援いた
だけますよう、どうぞよろしくお願い申し上げます。

社長メッセージ 社長メッセージ
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取締役執行役員 サステナビリティ推進担当

鈴木 由起彦

創意と挑戦が未来を創る
当社は創業以来、独創的な技術と挑戦する企業

風土を大切にしながら社会の発展とともに歩んで
きました。長い歴史の中で培われた技術力に裏付け
られたお客さまからの信頼は私たちの誇りであり、
未来へと引き継ぐべき大切な資産です。

こうした資産が次への成長につながる過程を
明確に伝えるため、今年度より従来の「サステナ
ビリティレポート」を「統合報告書」へと発展的に
移行しました。ここでは、当社が推進してきたサス
テナビリティ経営を、変化の激しい環境の中で、持続
可能な成長を実現する価値創造の中心に据え、当社

の「ありたい姿」の全体像を示すことを目的として
います。

殻を破る、勇気の一歩
企業を取り巻く環境の変化は、これまでになく速く、

かつ不確実性が高まっています。気候変動、人口
減少、デジタル化、サプライチェーンの再編など、課題
は多様化しており、地政学的な側面も含め、何が
正しいのか、どこに進むべきかは日々変化しています。
こうした状況の中では、私たち自身がこれまでの常
識や慣習の「殻を破る」ことが求められます。

「殻を破る」という言葉には、自ら変化を起こす勇気
と意志が込められています。他者からの指示や環境
の変化に押されて動くのではなく、自分の中に眠る
信義と可能性を信じ、自発的に一歩を踏み出すこと。
その一歩こそが、組織を変え、社会を動かし、未来を
創る原動力になります。

当社の歴史を振り返ると、数々の革新や新しい
製品・事業プロセスの萌芽は、まさに現場の一人ひ
とりの小さな挑戦の積み重ねによって生まれてきま
した。たとえば日本初の超音波流量計の開発や、油圧
の製品群における顧客対応型業務プロセスなどが
その事例です。日々の業務の中で「もっと良くできる
はずだ」という気づきや、困難に直面しても「自分が
やってみよう」という行動が、当社の技術と文化を
育んできたのです。こうした挑戦の連鎖が、当社を
129年にわたり存続させてきた最大の原動力であり、
今もなお未来を切り拓く力であり続けています。

未来を創る、持続の力
統合報告書への移行は、そうした私たちの価値

創造の原点を、より広い視野で再確認する機会でも
あります。サステナビリティの取り組みは、環境へ
の配慮や社会貢献はもちろんのこと、実は企業活動
の根幹に深く関わるものです。脱炭素社会への移行、
資源循環、生物多様性の保全といった課題はもち
ろん、働く人々の成長、技術の継承、地域社会との
共生といったテーマも、すべてが企業価値の持続的
向上に直結しています。

特に、当社の強みである「独創技術」と「モノづくり
の現場力」は、サステナビリティ経営を実践する上で
の最も重要な資源です。気候変動に対応する高効
率・高耐久製品や、環境負荷を抑える設計・加工技
術は、社会課題を解決する具体的な力となります。
これらを支えるのは、現場の創意工夫と、学び続ける
従業員一人ひとりの姿勢です。

私は、従業員一人ひとりが、そしてその集合体で

ある組織が自らの「殻を破る」ことで、当社の未来は
確実に変わると信じています。殻とは、過去の成功
体験や習慣、役割への固定観念、あるいは「自分に
はできない」と思い込む心の壁かもしれません。それ
らを打ち破るのは、自分自身です。自らの意志で行動
を変えたとき、人は驚くほど成長し、人生そのもの
が豊かに変わります。企業の変革もまた、そうした
個人の変化の積み重ねから生まれます。

進化し続ける力を次世代へ
私たちが目指すサステナビリティとは、現状通りに

何かを続けるだけではなく、社会の動向を読み取り、
事業環境の変化に応じてしなやかに対応しながら

「新しい価値を見出し進化し続ける」ことです。また、
気候変動や人権、格差是正といったグローバルな大き
な課題だけではなく、私たちの日常にも同様の課題
が存在しています。

形式にとらわれることなく、日々の小さな気づき
を行動に変えていくことが、会社や職場の成長のみ
ならず、自身の進歩にもつながると考えています。
その実現のために、これまで以上に現場の創意と挑戦
を尊重し、従業員一人ひとりが自らの可能性を信じ
て主体的に行動できる環境を整えていくことが大切
です。私は、サステナビリティの推進にあたり、自由
闊達な企業風土を皆と協働で育んでいきたいと考
えています。人的資本の価値最大化こそが、当社の
持続的な競争力の源泉であると確信しています。

統合報告書への移行は、まさに当社自身がその進化
を体現しようとする挑戦を宣言するものでもあり
ます。本報告書が、当社の未来を共に考え、共に創る
ための対話のきっかけとなり、ステークホルダーの
皆さまとともに新たな価値を築いていく一助となれ
ば幸いです。

サステナビリティ推進担当
役員メッセージ
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